
別表（第４条、第９条関係）

　法第２７条の２３の規定、「建設業法第２７条の２３第３項の経営事項審査の項目

及び基準を定める件（平成２０年国土交通省告示第８５号）」及び「経営事項審査の

事務取扱いについて（平成２０年１月３１日国総建第２６９号）」により算定された

客観点数とする。

１　工事成績

　　入札参加資格審査申請日（以下「申請日」という。）の属する年度の直前４年度

　における当該業者の施工した種類別の市発注工事（以下、この項において「工事」

　という。）のうち、請負金額が５００万円（令和７年４月１日以降に契約した工事

　は１，０００万円）以上のものについて、宇部市請負工事成績評定要領（平成１６

　年３月２９日制定）又は宇部市水道局請負工事成績評定要領（令和４年４月１日制

　定）による工事成績評定の平均成績評定点（小数点以下第１位を四捨五入したもの）

　を採用し、次の表に示すとおり、平均成績評定点を５５点から８０点（５４点以下

　は５５点、８１点以上は８０点とする。）までに区分し、それぞれの平均成績評定

　点に対応する工事成績評点を付与する。

　　なお、請負金額が５００万円（令和７年４月１日以降に契約した工事は１，０００

　万円）未満の工事のみを施工した場合については、平均成績評定点を６５点とし、

　工事の実績がない業者については、平均成績評定点を５５点とし、それぞれの平均

　成績評定点に対応する工事成績評点を付与する。
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２　指名停止の状況

　　申請日の属する年度の直前２年度において宇部市建設工事等の請負契約に係る指

　名停止等措置要領（平成５年９月２０日制定）により指名停止を受けた業者につい

　ては、１件につき次の表に示す指名停止期間に対応する指名停止状況評点を付与す

　る。

３　その他の項目

　(1) 建設業従事職員数

　　　申請日における建設業従事職員数に対し、次の表に示す評点を付与する。
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　(2) 技術職員の数

　　ア　申請日の直近の経営事項審査の審査基準日における「建設業法第２７条の２

　　　３第３項の経営事項審査の項目及び基準を定める件」中の第一の三の１の(1)

　　　及び(2)に規定する技術職員（同法第１５条第２号イに該当する者）の人数に

　　　対し、１人当たり２点を付与する。ただし、９０点を上限とする。

　　イ　ほ装工事に関して、申請日における在籍職員のうち、(社)日本道路建設業協

　　　会が実施する１級及び２級舗装施工管理技術者資格試験に合格し、申請日時点

　　　で当該合格通知書又は舗装施工管理技術者資格者証を有する者の人数に対し、

　　　次の表に示す評点を付与する。
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　(3) 次の表の各項目に該当する者に対し、同表に示す評点を付与する。

建設工事施工における 申請日において、ＩＳＯ９ ２０

品質管理及び品質保証 ００１の認証を取得してい （申請業種のうち認証取得

のためのシステム る者 に係る業種に対し、認証取

得の件数に関係なく一律に

付与する。）

環境マネジメントシス 申請日において、認証を取 ２０

テム 得している者 （認証の種類・登録の件数

に関係なく一律に付与する

。）

障害者の雇用状況 申請日の直前の６月１日現 －１０

在において、障害者の雇用 （申請業種全てに対し、一

の促進等に関する法律（昭 律に付与する。）

和３５年法律第１２３号）

第４３条第１項に規定する

障害者の法定雇用義務を達

成していない者

一般事業主行動計画策 申請日において、次世代育 ５

定の届出の有無 成支援対策推進法（平成１ （申請業種全てに対し、一

５年法律第１２０号）第１ 律に付与する。）

２条第１項又は第４項に規

定する届出を行っている者

基準適合一般事業主の 申請日において、女性の職 １０

認定の有無 業生活における活躍の推進 （申請業種全てに対し、一

に関する法律（平成２７年 律に付与する。）

法律第６４号）第９条に基

づく申請を行い、認定を受

けている者

ｅＬＴＡＸでの給与支 申請日において、給与支払 ５

払報告書の提出の有無 報告書をｅＬＴＡＸで提出 （申請業種全てに対し、一

している者 律に付与する。）

企業合併の有無 申請日の属する年度の直前 客観点数の１０％

４年度の間に企業合併を行 ※小数点以下第１位を四捨

った者 五入

（建設業の許可を有する者 （申請業種全てに対し、一

同士の合併に限る。） 律に付与する。）

個人住民税の特別徴収 申請日の属する年度におい －５

実施の有無 て、個人住民税の特別徴収 （申請業種全てに対し、一

を実施していない者で特別 律に付与する。）

徴収の開始の誓約について

市市民税課で確認を受けて

いない者

市政策課題に寄与する 申請日において、別に定め １つにつき５、最大２０

取組の状況 る市政策課題に寄与する取 （申請業種全てに対し、一

組を行っている者 律に付与する。）

発注者点数

項目 付与の基準 評点



　備考

　　１の工事成績は次による。

　　　(1) 特定建設工事共同企業体施工の場合、市内業者のみのときは全員同一評定

　　　　点とし、市内業者及び市内業者以外の者のときは工事成績を付与しない。

　　　(2) 「請負金額が５００万円（令和７年４月１日以降に契約した工事は１，０

　　　　００万円）未満の工事」の場合、下限を５０万円を超えるものとし、申告を

　　　　要するものとする。

　　　(3) 市内業者及び市内業者以外の者を構成員とする特定建設工事共同企業体が

　　　　施工したもののみの場合、市内業者に６５点を付与する。請負金額が５００

　　　　万円（令和７年４月１日以降に契約した工事は１，０００万円）未満の工事

　　　　の場合、(2)に掲げる申告をした場合に限る。

　　３(3)の取扱いについて

　　　　総合評定値通知書の総合評定値に反映されている場合は､該当する評価項目

　　　について評点を付与しない。


